
２福保感防第１２３２号 

令 和 ３ 年 ３ 月 ３ １ 日 

 各 保 健 所 長  殿 

 

東京都福祉保健局感染症対策部長   

（ 公 印 省 略 ）       

 

東京都感染症発生動向調査事業実施要綱の一部改正について 

 

 平素から、都の保健医療施策に御理解と御協力をいただき、厚く御礼申し上げます。 

令和３年２月１０日付健感発０２１０第４号及び第５号にて、「感染症の予防及び感染症の患者に

対する医療に関する法律第 12条第１項及び第 14条第２項に基づく届出の基準等について」（以下「届

出基準」という。）の一部改正について、併せて令和３年２月１０日付健感発０２１０第６号にて、

「感染症発生動向調査事業実施要綱」（以下「国要綱」という。）の一部改正について、それぞれ厚生

労働省健康局結核感染症課長より通知がありました。 

これに伴い、東京都感染症発生動向調査事業実施要綱（以下「都要綱」という。）について、下記

のとおり改正しますので、お知らせいたします。 

ついては、本件について、管内関係機関へ御周知いただけますよう、お願い申し上げます。 

また、公益社団法人東京都医師会及び都内各病院に対しましては、都から別途通知しておりますの

で、申し添えます。 

 

記 

１ 都要綱の改正 

（１）主な改正内容 

・「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」の改正を受けて国要綱が改正され

たことに伴う改正 

・届出基準が改正されたこと等に伴う別記様式７５「新型コロナウイルス感染症 発生届」の改正 

【都独自改正内容】患者が直接帰属する施設・集団等の追加 

・別記様式９から７４（各疾患の発生届）の改正 

【都独自改正内容】医師押印欄の廃止 

（２）施行期日 

   令和３年３月３１日（令和３年２月１３日遡及適用） 

（３）新旧対照表 

   別添１のとおり 

（４）改正後全文 

   別添２のとおり 

 

２ 新型コロナウイルス感染症の届出に関して（情報提供） 

東京都医師会及び都内各病院に対しては、以下２点について別途お願いをしております。 

（１）新型コロナウイルスを診断した場合は、別記様式７５による届出をすること。その際、患者の

協力が得られた場合は、都追加項目についての聞き取りをすること。 

（２）HER-SYS ID を利用した発生届出を行う場合、都追加項目については、HER-SYS、発生届タ

ブにある「医師が必要と認める事項」欄に内容を記入すること。（別紙参照） 

 

３ その他 

  改正後の全文については、東京都感染症情報センターのホームページに掲載する予定です。

（http://idsc.tokyo-eiken.go.jp/survey/kobetsu/） 

 
（問合せ先） 

 東京都福祉保健局感染症対策部 

  防疫・情報管理課  防疫担当 

  電話 ０３－５３２０－４０８８ 

 



改   正   後  現     行 

第１～４（現行のとおり） 

 

第５ 事業の実施 

１ 一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症、五類感染症（別表１の

７５、８５及び８６に掲げるもの）、新型インフルエンザ等感染症（別表１

の１１８及び１１９に掲げるものを除く）及び指定感染症 

（１）調査単位及び実施方法 

ア 診断した医師 

一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症、五類感染症（別表１

の７５、８５及び８６に掲げるもの）、新型インフルエンザ等感染症及び指

定感染症を「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第12

条第1項及び第14条第2項に基づく届出の基準等について」（平成18年3月8日

付健感発第0308001号厚生労働省健康局結核感染症課長通知、令和3年2月10

日最終改正。以下「届出基準」という。）に基づき診断した場合は、本要綱

の別記様式８から９、及び１１から７４を用いて、直ちに最寄りの保健所に

届出を行う。 

イ～エ （現行のとおり） 

オ 情報の報告等 

（ア）都道府県知事、保健所を設置する市又は特別区の長（以下「都道府県知

事等」という。）は、その管轄する区域外に居住する者について法第１２

条第１項の規定による届出を受けたときは、当該届出の内容を、その居住

地を管轄する都道府県知事等に通報する。保健所を設置する市又は特別区

の長（以下「保健所設置市等の長」という。）が通報先となる場合には、

当該市・区が所在する都道府県知事にも通報する。 

（イ）保健所設置市等の長は、厚生労働大臣に対して、 

・ 法第１２条の規定による発生届出の一連の事務の中で、同条第２項

第１～４（略） 

 

第５ 事業の実施 

１ 一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症、五類感染症（別表１の

７５、８５及び８６に掲げるもの）、新型インフルエンザ等感染症及び指定

感染症（別表１の新型コロナウイルス感染症を除く） 

（１）調査単位及び実施方法 

ア 診断した医師 

一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症、五類感染症（別表１

の７５、８５及び８６に掲げるもの）、新型インフルエンザ等感染症及び指

定感染症を「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第12

条第1項及び第14条第2項に基づく届出の基準等について」（平成18年3月8日

付健感発第0308001号厚生労働省健康局結核感染症課長通知、令和2年10月14

日最終改正。以下「届出基準」という。）に基づき診断した場合は、本要綱

の別記様式８から９、及び１１から７５を用いて、直ちに最寄りの保健所に

届出を行う。 

イ～エ （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京都感染症発生動向調査事業実施要綱新旧対照表 



の報告を行う場合 

・ 法第１５条の規定による積極的疫学調査の一連の事務の中で、同条

第１３項の報告を行う場合 

は、併せて都道府県知事に報告する。 

（ウ）都道府県知事等は、他の都道府県知事等が管轄する区域内における感染

症のまん延を防止するために必要な場合は、法第１５条の規定による積極

的疫学調査の結果を、当該他の都道府県知事等に通報する。保健所設置市

等の長が通報先となる場合には、当該市・区が所在する都道府県知事にも

通報する。 

（エ）（イ）の法第１２条の規定による報告について、感染症発生動向調査シ

ステムにより相互に情報を閲覧できる措置を講じた場合は、当該報告をし

たものとみなす。 

 

２ 新型コロナウイルス感染症及び再興型コロナウイルス感染症 

（１）調査単位及び実施方法 

 ア 診断した医師 

新型コロナウイルス感染症又は再興型コロナウイルス感染症を届出基準等

通知に基づき診断した場合は、別に定める基準に基づき、直ちに最寄りの保

健所に届出を行う。当該届出は、新型コロナウイルス感染者等情報把握・管

理支援システム（以下「ＨＥＲ－ＳＹＳ」という。）への入力により行うこと

を基本とするが、ＨＥＲ－ＳＹＳの入力環境がない場合には、最寄りの保健

所が定める方法により行って差し支えない。 

 イ～ウ （現行のとおり） 

エ 健康安全研究センター 
（ア）～（ウ） （現行のとおり） 

（エ） 基幹地方感染症情報センターである健康安全研究センターは、ＨＥ

Ｒ－ＳＹＳ等の活用により、東京都内のすべての患者情報及び病原体

情報を収集、分析するとともに、その結果を公表される都道府県情報

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 新型コロナウイルス感染症 

（１）調査単位及び実施方法 

 ア 診断した医師 

新型コロナウイルス感染症を届出基準等通知に基づき診断した場合は、別

に定める基準に基づき、直ちに最寄りの保健所に届出を行う。当該届出は、

新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理支援システム（以下「ＨＥＲ－

ＳＹＳ」という。）への入力により行うことを基本とするが、ＨＥＲ－ＳＹ

Ｓの入力環境がない場合には、最寄りの保健所が定める方法により行って差

し支えない。 

 イ～ウ （略） 

エ 健康安全研究センター 

（ア）～（ウ） （略） 

（エ） 基幹地方感染症情報センターである健康安全研究センターは、ＨＥ

Ｒ－ＳＹＳ及び感染症発生動向調査システムを活用し、東京都内のす

べての患者情報及び病原体情報を収集、分析するとともに、その結果



及び全国情報と併せて、ホームページへの掲載等の適切な方法により、

保健所等の関係機関に提供・公開する。 

オ 福祉保健局感染症対策部防疫・情報管理課（現行のとおり） 
カ 情報の報告等 

（ア）都道府県知事等は、その管轄する区域外に居住する者について法第１

２条第１項の規定による届出を受けたときは、当該届出の内容を、その

居住地を管轄する都道府県知事等に通報する。保健所設置市等の長が通

報先となる場合には、当該市・区が所在する都道府県知事にも通報する。 

（イ）保健所設置市等の長は、厚生労働大臣に対して、 

・ 法第１２条の規定による発生届出の一連の事務の中で、同条第２項

の報告を行う場合 

・ 法第１５条の規定による積極的疫学調査の一連の事務の中で、同条

第１３項の報告を行う場合 

は、併せて都道府県知事に報告する。 

（ウ）都道府県知事等は、他の都道府県知事等が管轄する区域内における感

染症のまん延を防止するために必要な場合は、法第１５条の規定による

積極的疫学調査の結果を、当該他の都道府県知事等に通報する。保健所

設置市等の長が通報先となる場合には、当該市・区が所在する都道府県

知事にも通報する。 

（エ）（ア）から（ウ）の報告等について、HER-SYSにより相互情報を閲覧で

きる措置講じた場合は、当該報告等をしたものとみなす。 

 

キ その他 

 

３～７ （現行のとおり） 

 

 

 

を週報等として公表される全国情報と併せて、地方感染症情報センタ

ー等の関係機関に提供・公開する。 

オ 福祉保健局感染症対策部防疫・情報管理課（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カ その他 

 

３～７ （略） 

 

 

 



附 則 
（現行のとおり） 

 附 則 
この実施要綱は、令和３年２月１３日から施行する。 

 
別表１ 

１ 一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症及び指定感染症 

  

一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症（現行のとおり） 

 

指定感染症 

 

 

 

２ 五類感染症（全数把握） （現行のとおり） 

 

 

 

 

 

 

 

附 則 

（略） 

 

 

 

別表１ 

１ 一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症及び指定感染症（略） 

 

一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症（略） 

 

指定感染症 

  

 

２ 五類感染症（全数把握） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

患　者
疑似症
患　者

無症状
病原体
保有者

届　出
種　別

時　期

－ － － － － －

※令和3年2月13日現在、政令に基づく指定感染症なし。

届 出 方 法

指定感染症

疾　　患　　名

届 出 対 象 者

患　者
疑似症
患　者

無症状
病原体
保有者

届　出
種　別

時　期

新型コロナウイルス感染症(病原体がベータ
コロナウイルス属のコロナウイルス（令和２
年１月に、中華人民共和国から世界保健機関
に対して、人に伝染する能力を有することが
新たに報告されたものに限る。）であるもの
に限る。）

〇 〇 〇 全数 直ちに

疾　　患　　名

届 出 対 象 者 届 出 方 法

指定感染症



 

 ３ 新型インフルエンザ等感染症 

 

 ４ 五類感染症（定点把握）  （現行のとおり） 

 

５ 疑似症 

 
 

 

 ３ 新型インフルエンザ等感染症 

 

 

 

 ４ 五類感染症（定点把握）  （略） 

 

５ 疑似症 

 

 

３　新型インフルエンザ等感染症

患　者
疑似症
患　者

無症状
病原体
保有者

届　出
種　別

時　期

116  新型インフルエンザ ○ ○ ○

117  再興型インフルエンザ ○ ○ ○

118  新型コロナウイルス感染症 ○ ○ ○

119  再興型コロナウイルス感染症 ○ ○ ○

疾　　患　　名

届 出 対 象 者 届 出 方 法

全数 直ちに

５　疑似症

患　者
疑似症
患　者

無症状
病原体
保有者

120

発熱、呼吸器症状、発しん、消化器症状又は神
経症状その他感染症を疑わせるような症状のう
ち、医師が一般に認められている医学的知見に
基づき、集中治療その他これに準ずるものが必
要であり、かつ、直ちに特定の感染症と診断す
ることができないと判断したもの。

－ ○ － 別表３参照

届　　出　　対　　象

届 出 対 象 者
調　査
単　位
（期間）

時　期

３　新型インフルエンザ等感染症

患　者
疑似症
患　者

無症状
病原体
保有者

届　出
種　別

時　期

116  新型インフルエンザ ○ ○ ○

117  再興型インフルエンザ ○ ○ ○

疾　　患　　名

届 出 対 象 者 届 出 方 法

全数 直ちに

５　疑似症

患　者
疑似症
患　者

無症状
病原体
保有者

118

発熱、呼吸器症状、発しん、消化器症状又は神
経症状その他感染症を疑わせるような症状のう
ち、医師が一般に認められている医学的知見に
基づき、集中治療その他これに準ずるものが必
要であり、かつ、直ちに特定の感染症と診断す
ることができないと判断したもの。

－ ○ － 別表３参照

届　　出　　対　　象

届 出 対 象 者
調　査
単　位
（期間）

時　期



 
別表２～３ （現行のとおり） 
 
 
別記様式一覧 （現行のとおり） 

 

別記様式１～７（現行のとおり） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

別表２～３ （略） 

 

 

別記様式一覧 （略） 

 

別記様式１～７（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式７５ 

 

別記様式７５ 
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東京都感染症発生動向調査事業実施要綱 

 

                            １１衛福結第６８０号 

                            平成１２年３月３０日 

最終改正 ２福保感防第１２３２号 

令和３年３月３１日 

 

第１ 趣旨及び目的 

感染症発生動向調査事業については、昭和５６年７月から１８疾病を対象に開始さ

れ、昭和６２年１月からは対象疾病を２７に拡大するとともにコンピュータを用いた

オンラインシステムを導入、以後、順次対象疾病の拡大を図りながら運用されてきた

ところである。 

平成１１年４月から施行された「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律」（以下「感染症法」という。）により、本事業が、事前対応型行政を重視し

た感染症対策の一つとして位置づけられることになった。 

これを受け、本事業は、感染症の発生状況の正確な把握と分析、その結果の国民や

医療関係者への迅速な提供・公開により、感染症に対する有効かつ的確な予防・診断・

治療に係る対策を図り、多様な感染症の発生及びまん延を防止するとともに、病原体

情報を収集、分析することで、流行している病原体の検出状況及び特性を確認し、適

切な感染症対策を立案することを目的として実施するものとする。 

 

第２ 根拠法令等 

本事業の実施に当たっては、感染症法及び国の定める感染症発生動向調査事業実施

要綱に基づくものとする。 

 

第３ 対象感染症 

この事業の対象とする感染症は、別表１のとおりとする。 

 

第４ 実施体制 

１ 地方感染症情報センター及び基幹地方感染症情報センター 

地方感染症情報センターは、東京都、特別区及び保健所政令市における患者情報、

疑似症情報及び病原体情報（検査情報を含む。以下同じ。）を収集・分析し、東京都、

特別区及び保健所政令市の本庁に報告するとともに、全国情報と併せて、これらを速

やかに医師会等の関係機関に提供・公開するために、東京都及び各特別区内に１か所、

地方衛生研究所等の中に設置されている。 

基幹地方感染症情報センターである東京都健康安全研究センター（以下「健康安全
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研究センター」という。）は、東京都全域の患者情報、疑似症情報及び病原体情報を収

集・分析し、その結果を各地方感染症情報センターに送付する。 

 

２ 指定届出機関及び指定提出機関（定点） 

（１）東京都は、定点把握対象の感染症についての、患者情報及び疑似症情報を収集す

るため、感染症法第１４条第１項に規定する指定届出機関として、患者定点及び疑

似症定点をあらかじめ選定する。 

（２）東京都は、定点把握対象の五類感染症についての、患者の検体又は当該感染症の

病原体（以下「検体等」という。）を収集するため、病原体定点をあらかじめ選定

する。なお、感染症法施行規則第７条の２に規定する五類感染症については、感染

症法第１４条の２第１項に規定する指定提出機関として、病原体定点を選定する。 

 

３ 検査施設 

東京都内における本事業に係る検体等の検査については、健康安全研究センターに

おいて実施する。健康安全研究センターは、検査施設における病原体等検査の業務管

理要領（以下「病原体検査要領」という。）に基づき検査を実施し、検査の信頼性確

保に努めることとする。 

 

第５ 事業の実施 

１ 一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症、五類感染症（別表１の７５、

８５及び８６に掲げるもの）、新型インフルエンザ等感染症（別表１の１１８及び

１１９に掲げるものを除く）及び指定感染症 

（１）調査単位及び実施方法 

ア 診断した医師 

一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症、五類感染症（別表１の７５、

８５及び８６に掲げるもの）、新型インフルエンザ等感染症及び指定感染症を「感

染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第12条第1項及び第14条第

2項に基づく届出の基準等について」（平成18年3月8日付健感発第0308001号厚生労

働省健康局結核感染症課長通知、令和３月２月10日最終改正。以下「届出基準」と

いう。）に基づき診断した場合は、本要綱の別記様式８から９、及び１１から７４

を用いて、直ちに最寄りの保健所に届出を行う。 

イ 検体等を所持している医療機関等 

  保健所等から当該患者の病原体検査のための検体等の提供について、依頼又は命

令を受けた場合にあっては、検体等を提供する。 

ウ 保健所 

（ア）届出を受けた保健所は、直ちに感染症発生動向調査システムに届出内容を入力
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するものとする。 

また、保健所は、病原体検査が必要と判断した場合は、検体等を所持している

医療機関等に対して、病原体検査のための検体等の提供について依頼等するもの

とする。なお、病原体検査の必要性の判断及び実施等について、必要に応じて福

祉保健局感染症対策部防疫・情報管理課及び健康安全研究センターと協議する。 

  （イ）保健所は、検体等の提供を受けた場合には、健康安全研究センターへ検査を依

頼するものとする。 

（ウ）保健所は、届出を受けた感染症に係る発生状況等を把握し、市町村、指定届出

機関、指定提出機関その他の関係医療機関、地区医師会、教育委員会等の関係機

関に発生状況等を提供し、連携を図る。 

エ 健康安全研究センター 

（ア）健康安全研究センターは、管内の患者情報について保健所からの情報の入力が

あり次第、登録情報の確認を行う。 

（イ）健康安全研究センターは、検体等が送付された場合にあっては、病原体検査要

領に基づき当該検体等を検査し、その結果を保健所を経由して診断した医師に通

知するとともに、保健所、福祉保健局感染症対策部防疫・情報管理課に送付する。

また、病原体情報について、速やかに中央感染症情報センターに報告する。 

（ウ）検査のうち、健康安全研究センターにおいて実施することが困難なものについ

ては、必要に応じて、他の道府県等又は国立感染症研究所に協力を依頼する。 

（エ）健康安全研究センターは、患者が一類感染症と診断されている場合（疑いを含

む。）又は東京都域を越えた感染症の集団発生があった場合等の緊急の場合及び

国から求められた場合にあっては、福祉保健局感染症対策部防疫・情報管理課等

と協議の上、検体等を国立感染症研究所に送付する。 

（オ）基幹地方感染症情報センターである健康安全研究センターは、東京都内のすべ

ての患者情報及び病原体情報を収集、分析するとともに、その結果を週報等とし

て公表される全国情報と併せて、地方感染症情報センター等の関係機関に提供・

公開する。 

オ 情報の報告等 

（ア） 都道府県知事、保健所を設置する市又は特別区の長（以下「都道府県知事等」

という。）は、その管轄する区域外に居住する者について法第１２条第１項の規

定による届出を受けたときは、当該届出の内容を、その居住地を管轄する都道府

県知事等に通報する。保健所を設置する市又は特別区の長（以下「保健所設置市

等の長」という。）が通報先となる場合には、当該市・区が所在する都道府県知

事にも通報する。 

（イ）保健所設置市等の長は、厚生労働大臣に対して、 

・ 法第１２条の規定による発生届出の一連の事務の中で、同条第２項の報告
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を行う場合 

・ 法第１５条の規定による積極的疫学調査の一連の事務の中で、同条第１３

項の報告を行う場合 

は、併せて都道府県知事に報告する。 

（ウ）都道府県知事等は、他の都道府県知事等が管轄する区域内における感染症のま

ん延を防止するために必要な場合は、法第１５条の規定による積極的疫学調査の

結果を、当該他の都道府県知事等に通報する。保健所設置市等の長が通報先とな

る場合には、当該市・区が所在する都道府県知事にも通報する。 

（エ）（イ）の法第１２条の規定による報告について、感染症発生動向調査システム

により相互に情報を閲覧できる措置を講じた場合は、当該報告をしたものとみな

す。 

 

２ 新型コロナウイルス感染症及び再興型コロナウイルス感染症 

（１）調査単位及び実施方法 

 ア 診断した医師 

   新型コロナウイルス感染症又は再興型コロナウイルス感染症を届出基準等通知

に基づき診断した場合は、別に定める基準に基づき、直ちに最寄りの保健所に届出

を行う。当該届出は、新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理支援システム（以

下「ＨＥＲ－ＳＹＳ」という。）への入力により行うことを基本とするが、ＨＥＲ

－ＳＹＳの入力環境がない場合には、最寄りの保健所が定める方法により行って差

し支えない。 

 イ 検体等を所持している医療機関等 

   保健所等から当該患者の病原体検査のための検体等の提供について、依頼又は命

令を受けた場合にあっては、検体等を提供する。 

 

 ウ 保健所 

 （ア） 届出を受けた保健所は、直ちに届出内容の確認を行うとともに、診断した医

師の医療機関にＨＥＲ－ＳＹＳの入力環境がない場合には、当該届出内容をＨＥ

Ｒ－ＳＹＳに入力するものとする。また、保健所は、病原体検査が必要と判断し

た場合には、検体等を所持している医療機関等に対して、病原体検査のための検

体等の提供について依頼等するものとする。なお、病原体検査の必要性の判断及

び実施等について、必要に応じて福祉保健局感染症対策部防疫・情報管理課及び

健康安全研究センターと協議する。  

（イ） 保健所は、検体等の提供を受けた場合には、健康安全研究センターへ検査を

依頼するものとする。 

（ウ） 保健所は、届出を受けた感染症に係る発生状況等を把握し、市町村、指定届
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出機関、指定提出機関その他の関係医療機関、地区医師会、教育委員会等の関係

機関に発生状況等を提供し、連携を図る。 

  

エ 健康安全研究センター 

（ア） 健康安全研究センターは、ＨＥＲ－ＳＹＳを活用し、管内の患者情報につい

て保健所からの情報の入力があり次第、登録情報の確認を行う。 

（イ） 健康安全研究センター検体等が送付された場合にあっては、病原体検査要領

に基づき当該検体等を検査し、その結果を保健所を経由して診断した医師に通知

するとともに、保健所、福祉保健局感染症対策部防疫・情報管理課に送付する。

また、病原体情報について、速やかに中央感染症情報センターに報告する。 

（ウ） 検査のうち、健康安全研究センターにおいて実施することが困難なものにつ

いては、必要に応じて、他の道府県等又は国立感染症研究所に協力を依頼する。 

（エ） 基幹地方感染症情報センターである健康安全研究センターは、ＨＥＲ－ＳＹ

Ｓ等の活用により、東京都内のすべての患者情報及び病原体情報を収集、分析す

るとともに、その結果を公表される都道府県情報及び全国情報と併せて、ホーム

ページへの掲載等の適切な方法により、保健所等の関係機関に提供・公開する。 

オ 福祉保健局感染症対策部防疫・情報管理課 

   福祉保健局感染症対策部防疫・情報管理課は、保健所等がＨＥＲ－ＳＹＳに入力

した情報、健康安全研究センターが収集、分析した患者情報及び病原体情報を感染

症対策に利用し、関係機関との連携・調整を行う。なお、緊急の場合及び国から対

応を求められた場合においては、福祉保健局感染症対策部防疫・情報管理課は、直

接必要な情報を収集するとともに、国及び他の都道府県等とも連携の上、迅速な対

応を行う。 

  

カ 情報の報告等 

（ア）都道府県知事等は、その管轄する区域外に居住する者について法第１２条第１

項の規定による届出を受けたときは、当該届出の内容を、その居住地を管轄する

都道府県知事等に通報する。保健所設置市等の長が通報先となる場合には、当該

市・区が所在する都道府県知事にも通報する。 

（イ）保健所設置市等の長は、厚生労働大臣に対して、 

・ 法第１２条の規定による発生届出の一連の事務の中で、同条第２項の報告

を行う場合 

・ 法第１５条の規定による積極的疫学調査の一連の事務の中で、同条第１３

項の報告を行う場合 

は、併せて都道府県知事に報告する。 

（ウ）都道府県知事等は、他の都道府県知事等が管轄する区域内における感染症のま
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ん延を防止するために必要な場合は、法第１５条の規定による積極的疫学調査の

結果を、当該他の都道府県知事等に通報する。保健所設置市等の長が通報先とな

る場合には、当該市・区が所在する都道府県知事にも通報する。 

（エ）（ア）から（ウ）の報告等について、HER-SYS により相互情報を閲覧できる

措置講じた場合は、当該報告等をしたものとみなす。 

 

 キ その他 

   病原体検査を行政検査として医療機関に委託している場合には、当該医療機関に

おいて、保健所及び都道府県等に必要な情報提供を行うこと。当該情報共有は、Ｈ

ＥＲ－ＳＹＳへの入力により行うことを基本とすること。 

 

３ 全数把握対象の五類感染症（別表１の７５、８５及び８６に掲げるものを除く。） 

（１）調査単位及び実施方法 

ア 診断した医師 

全数把握対象の五類感染症（別表１の７５、８５及び８６に掲げるものを除く。）

を届出基準に基づき診断した医師は、国の定める届出基準の別記様式５－１から５

－１１、５－１３から５－１５、５－１７から５－２１、５－２４並びに本要綱の

別記様式１０を用いて、７日以内に最寄りの保健所に届出を行う。 

 

イ 検体等を所持している医療機関等 

    保健所等から当該患者の病原体検査のための検体等の提供の依頼を受けた場合に

あっては、検体等について、保健所に協力し、提供する。 

ウ 保健所 

（ア）届出を受けた保健所は、直ちに感染症発生動向調査システムに届出内容を入力

するものとする。 

また、保健所は、病原体検査が必要と判断した場合は、検体等を所持している

医療機関等に対して、病原体検査のための検体等の提供について依頼するものと

する。なお、病原体検査の必要性の判断及び実施等について、必要に応じて福祉

保健局感染症対策部防疫・情報管理課及び健康安全研究センターと協議する。 

（イ）保健所は、検体等の提供を受けた場合には、健康安全研究センターへ検査を依

頼するものとする。 

（ウ）保健所は、届出を受けた感染症に係る発生状況等を把握し、市町村、指定届出

機関、指定提出機関その他の関係医療機関、地区医師会、教育委員会等の関係機

関に発生状況等を提供し、連携を図る。 

エ 健康安全研究センター 

（ア）健康安全研究センターは、管内の患者情報について保健所からの入力があり次
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第、登録情報の確認を行う。 

（イ）健康安全研究センターは、検体等が送付された場合にあっては、病原体検査要

領に基づき当該検体等を検査し、その結果を保健所を経由して診断した医師に通

知するとともに、保健所、福祉保健局感染症対策部防疫・情報管理課に送付する。

また、病原体情報について、速やかに中央感染症情報センターに報告する。 

（ウ）検査のうち、健康安全研究センターにおいて実施することが困難なものについ

ては、必要に応じて、他の道府県等又は国立感染症研究所に協力を依頼する。 

（エ）健康安全研究センターは、東京都域を越えた感染症の集団発生があった場合等

の緊急の場合及び国から提出を求められた場合にあっては、福祉保健局感染症対

策部防疫・情報管理課等と協議の上、検体等を国立感染症研究所に送付する。 

（オ）基幹地方感染症情報センターである健康安全研究センターは、東京都内のすべ

ての患者情報及び病原体情報を収集、分析するとともに、その結果を週報等とし

て公表される全国情報と併せて、地方感染症情報センター等の関係機関に提供・

公開する。 

 

４ 定点把握対象の五類感染症 

（１）対象とする感染症患者の状態 

各々の定点把握対象の五類感染症について、届出基準を参考とし、当該疾病の患

者と診断される場合とする。 

（２）定点の選定 

ア 患者定点 

定点把握対象の五類感染症の発生状況を地域的に把握するため、東京都は次の点

に留意し、関係医師会の協力を得て、医療機関の中から可能な限り無作為に患者定

点を選定する。また、定点の選定に当たっては、人口及び医療機関の分布等を勘案

して、できるだけ東京都全体の感染症の発生状況を把握できるよう考慮する。 

（ア）小児科定点 

対象感染症のうち、別表１の８８から９９までに掲げるものについては、小児

科を標ぼうする医療機関（主として小児科医療を提供しているもの）を小児科定

点として指定する。この場合において、小児科定点として指定された医療機関は、

インフルエンザ定点として協力するよう努めること。 

（イ）インフルエンザ定点 

対象感染症のうち、別表１の１００に掲げるインフルエンザ（鳥インフルエン

ザ及び新型インフルエンザ等感染症を除く。以下同じ。）については、前記（ア）

で選定した小児科定点のうちインフルエンザ定点として協力する小児科定点に加

え、内科を標ぼうする医療機関（主として内科医療を提供しているもの）を内科

定点として指定し、両者を合わせてインフルエンザ定点とする。 
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（ウ）眼科定点 

対象感染症のうち、別表１の１０１及び１０２に掲げるものについては、眼科

を標ぼうする医療機関（主として眼科医療を提供しているもの）を眼科定点とし

て指定する。 

（エ）性感染症定点 

対象感染症のうち、別表１の１０３から１０７までに掲げるものについては、

産婦人科、産科若しくは婦人科（産婦人科系）、医療法施行令（昭和二十三年政令

第三百二十六号）第三条の二第一項第一号ハ及びニ(2)の規定により性感染症と組

み合わせた名称を診療科名とする診療科、泌尿器科又は皮膚科を標ぼうする医療

機関（主として各々の標ぼう科の医療を提供しているもの）を性感染症定点とし

て指定する。 

（オ）基幹定点 

対象感染症のうち、別表１の１００に掲げるインフルエンザ（届出基準はイン

フルエンザ定点と異なり、入院患者に限定される）、別表１の１０８から１１５ま

でに掲げるものについては、患者を３００人以上収容する施設を有する病院であ

って、内科及び外科を標榜する病院（小児科医療と内科医療を提供しているもの）

を二次医療圏毎に１か所以上、基幹定点として指定する。 

イ 病原体定点 

病原体の分離等の検査情報を収集するため、東京都は次の点に留意し、関係医師

会の協力を得て、病原体定点を選定する。また、定点の選定に当たっては、人口及

び医療機関の分布等を勘案して、できるだけ東京都全体の感染症の発生状況を把握

できるよう考慮する。 

（ア）医療機関を病原体定点として選定する場合は、原則として、患者定点として選

定された医療機関の中から選定する。 

（イ）アの（ア）により選定された患者定点の概ね 10％を小児科病原体定点とし、別

表１の８８から９９までを対象感染症とする。 

（ウ）アの（ア）及び（イ）により選定された患者定点の概ね 10％をインフルエンザ

病原体定点とし、別表１の１００を対象感染症とする。また、インフルエンザ病

原体定点を、感染症法第１４条の２第１項に規定する指定提出機関として指定す

る。 

（エ）アの（ウ）により選定された患者定点の中から眼科病原体定点を選定し、別表

１の１０１及び１０２を対象感染症とする。 

（オ）アの（エ）により選定された患者定点の中から性感染症病原体定点を選定し、

別表１の１０３から１０７を対象感染症とする。 

（カ）アの（オ）により選定された患者定点の中から基幹病原体定点を選定し、別表

１の１００に掲げるインフルエンザ（入院患者に限る。）、別表１の１０８から１
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１５までを対象感染症とする。 

（３）調査単位等 

ア 患者情報 

調査単位の期間等は、別表２のとおりとする。 

イ 病原体情報 

病原体情報のうち、（２）のイの（ウ）により選定された病原体定点に関するも

のについては、別表１の１００に掲げるインフルエンザの流行期（（２）のアの（イ）

により選定された患者定点あたりの患者発生数が東京都全体で１を超えた時点か

ら１を下回るまでの間）には１週間（月曜日から日曜日）を調査単位とし、非流

行期（流行期以外の期間）には各月を調査単位とする。その他病原体定点に関す

るものについては、各月を調査単位とする。 

（４）実施方法 

ア 患者定点 

（ア）患者定点として選定された医療機関は、速やかな情報提供を図る趣旨から、調

査単位の期間の診療時において、届出基準を参考とし、患者発生状況の把握を行

うものとする。 

（イ）（２）のアにより選定された定点把握の対象の指定届出機関においては、届出基

準に従い、それぞれの調査単位の患者発生状況を別記様式２から７に記載する。 

（ウ）（イ）の届出に当たっては、感染症法施行規則第７条に従い行うものとする。 

イ 病原体定点 

（ア）病原体定点として選定された医療機関は、必要に応じて病原体検査のために検

体等を採取する。 

（イ）病原体定点は、検体等について、別記様式１の検査票を添付し、速やかに健康

安全研究センターへ送付する。 

（ウ）（２）のイの（イ）により選定された病原体定点においては、別表１の８８から

９７までの対象感染症のうち、調査単位ごとに、概ね４症例からそれぞれ少なく

とも１種類の検体を送付するものとする。 

（エ）（２）のイの（ウ）により選定された病原体定点においては、別表１の１００に

掲げるインフルエンザ（インフルエンザ様疾患を含む。）について、調査単位ごと

に、少なくとも１検体を送付するものとする。 

ウ 検体等を所持している医療機関等 

   保健所等から当該患者の病原体検査のための検体等の提供の依頼を受けた場合

にあっては、検体等について、保健所に協力し、提供する。 

エ 保健所 

（ア）保健所は、患者定点から得られた患者情報が週単位の場合は調査対象の週の翌

週の火曜日までに、月単位の場合は調査対象月の翌月の３日までに、感染症発生
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動向調査システムに入力するものとし、併せて、対象感染症についての集団発生

その他特記すべき情報については、福祉保健局感染症対策部防疫・情報管理課及

び健康安全研究センターに報告する。 

また、保健所は、病原体検査が必要と判断した場合は、検体等を所持している

医療機関等に対して、病原体検査のための検体等の提供について依頼するものと

する。なお、病原体検査の必要性の判断及び実施等について、必要に応じて福祉

保健局感染症対策部防疫・情報管理課及び健康安全研究センターと協議する。 

  （イ）保健所は、検体等の提供を受けた場合には、健康安全研究センターへ検査を依

頼するものとする。 

（ウ）保健所は、定点把握の対象の五類感染症の発生状況等を把握し、市町村、指定

届出機関、指定提出機関その他の関係医療機関、地区医師会、教育委員会等の関

係機関に発生状況等を提供し、連携を図る。 

オ 健康安全研究センター 

（ア）健康安全研究センターは、管内の患者情報について保健所からの入力があり次

第、登録情報の確認を行う。 

（イ）健康安全研究センターは、別記様式１の検査票及び検体又は病原体情報が送付

された場合にあっては、当該検体を検査し、その結果を保健所を経由して診断し

た医師に通知するとともに、別記様式１により保健所、福祉保健局感染症対策部

防疫・情報管理課に送付する。また、病原体情報について、速やかに中央感染症

情報センターに報告する。 

（ウ）検査のうち、健康安全研究センターにおいて実施することが困難なものについ

ては、必要に応じて、他の道府県等又は国立感染症研究所に協力を依頼する。 

（エ）健康安全研究センターは、東京都域を越えた感染症の集団発生があった場合等

の緊急の場合及び国から提出を求められた場合にあっては、福祉保健局感染症対

策部防疫・情報管理課等と協議の上、検体等を国立感染症研究所に送付する。 

（オ）基幹地方感染症情報センターである健康安全研究センターは、東京都内のすべ

ての患者情報及び病原体情報を収集、分析するとともに、その結果を週報（月単

位の場合は月報）等として公表される全国情報と併せて、地方感染症情報センタ

ー等の関係機関に提供・公開する。 

 

５ 法第１４条第１項に規定する厚生労働省令で定める疑似症 

（１）対象とする疑似症の状態 

   各々の疑似症について、届出基準を参考とし、当該疑似症の患者と診断される場

合とする。 

（２）疑似症定点の選定 

東京都は、関係医師会の協力を得て、国の定める感染症発生動向調査事業実施要
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綱第５の４（２）に定める基準を満たす医療機関の中から疑似症定点を選定する。

また、疑似症定点の選定に当たっては、人口及び医療機関の分布等を勘案して、で

きるだけ東京都全体の感染症の発生状況を把握できるよう考慮する。 

（３）調査単位 

調査単位の期間等は、別表３のとおりとする。 

（４）実施方法 

 ア 疑似症定点 

（ア） 疑似症定点として選定された医療機関は、速やかな情報提供を図る趣旨から、

調査単位の期間の診療時において、届出基準により、患者発生状況の把握を行う

ものとする。 

（イ）疑似症定点として選定された医療機関は、届出基準に従い、直ちに疑似症発生

状況を国の定める届出基準の別記様式 6－7 に記載する。なお、届出に当たって

は、感染症法施行規則第７条に従い行うものとする。 

 イ 保健所 

（ア）保健所は、疑似症定点から得られた疑似症情報を、随時福祉保健局感染症対策

部防疫・情報管理課に報告する。 

また、対象疑似症についての集団発生その他特記すべき情報については、福祉

保健局感染症対策部防疫・情報管理課及び健康安全研究センターに報告する。 

（イ）保健所は、疑似症の発生状況等を把握し、市町村、指定届出機関、指定提出機

関その他の関係医療機関、地区医師会、教育委員会等の関係機関に発生状況等を

提供し、連携を図る。 

ウ 福祉保健局感染症対策部防疫・情報管理課 

  福祉保健局感染症対策部防疫・情報管理課は保健所から得られた疑似症情報を

健康安全研究センターに報告する。 

エ 健康安全研究センター 

基幹地方感染症情報センターである健康安全研究センターは、東京都内のすべ

ての疑似症情報を収集し、汎用サーベイランスシステムに入力する。また、当該

情報を分析するとともに、その結果を週報等として公表される全国情報と併せて、

地方感染症情報センター等の関係機関に提供・公開する。 

 

６ その他 

（１）上記の実施方法以外の部分について、必要と認められる場合には、東京都の実情

に応じた追加を行い、地域における効果的・効率的な感染症発生動向調査体制を構

築していくこととする。 

（２）感染症発生動向調査のために取り扱うこととなった検体等については、感染症の

発生及びまん延防止策の構築、公衆衛生の向上のために使用されるものであり、そ
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れ以外の目的のために用いてはならない。また、検体採取の際には、その使用目的

について説明の上、できるだけ、本人等に同意をとることが望ましい。なお、上記

に掲げる目的以外の研究に使用する場合は、「人を対象とする医学系研究に関する

倫理指針」等の規定に従い行うものとする。 

（３）本実施要綱に定める事項以外の内容については、必要に応じて福祉保健局長が定

めることとする。 

 

７ 特別区及び保健所政令市との関係 

東京都は、本事業を実施するため特別区及び保健所政令市と協議し、連携を図るも

のとする。 

 

附 則 

この実施要綱は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則 

この実施要綱は、平成１３年４月１日から施行する。 

附 則 

この実施要綱は、平成１４年４月１日から施行する。 

附 則 

この実施要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

附 則 

この実施要綱は、平成１５年１１月５日から適用する。 

附 則 

この実施要綱は、平成１６年８月１日から施行する。 

附 則 

この実施要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則 

この実施要綱は、平成１８年６月１２日から施行する。 

 附 則 

   この実施要綱は、平成１９年６月１５日から施行し、同年４月１日から適用する。 

附 則 

   この実施要綱は、平成２０年１月３１日から施行し、同年１月１日から適用する。 

附 則 

この実施要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

この実施要綱は、平成２０年７月１日から施行する。 

 附 則 
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   この実施要綱は、平成２２年３月１６日から施行し、同年３月１１日から適用する。 

附 則 

この実施要綱は、平成２３年２月１日から施行する。 

附 則 

この実施要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

 附 則 

   この実施要綱は、平成２３年９月５日から施行する。 

 附 則 

   この実施要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

 附 則 

   この実施要綱は、平成２５年５月２２日から施行し、同年５月６日から適用する。 

附 則 

   この実施要綱は、平成２５年１０月１４日から施行する。 

 附 則 

   この実施要綱は、平成２６年６月１２日から施行し、同年５月１２日から適用する。 

 附 則 

   この実施要綱は、平成２６年８月１３日から施行し、同年７月２６日から適用する。

附 則 

   この実施要綱は、平成２６年９月１９日から施行する。 

 附 則 

   この実施要綱は、平成２７年２月２５日から施行し、同年１月２１日から適用する。 

 附 則 

この実施要綱は、平成２７年５月２１日から施行する。 

 附 則 

この実施要綱は、平成２８年１月１日から施行する。 

 附 則 

この実施要綱は、平成２８年２月１５日から施行する。 

 附 則 

この実施要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

 附 則 

この実施要綱は、平成３０年１月１日から施行する。 

 附 則 

この実施要綱は、平成３０年５月１日から施行する。 

 附 則 

この実施要綱は、平成３１年１月１日から施行する。 

附 則 
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この実施要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 附 則 

   この実施要綱は、令和元年５月１日から施行する。 

 附 則 

   この実施要綱は、令和２年１月１日から施行する。 

 附 則 

   この実施要綱は、令和２年２月３日から施行する。 

 附 則 

   この実施要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 附 則 

   この実施要綱は、令和２年５月１３日から施行する。 

 附 則 

   この実施要綱は、令和２年６月２４日から施行し、５月２９日から適用する。 

 附 則 

   この実施要綱は、令和２年６月２５日から施行する。 

 附 則 

   この実施要綱は、令和２年１０月２日から施行する。 

 附 則 

   この実施要綱は、令和２年１０月１４日から施行する。 

 附 則 

この実施要綱は、令和３年３月３１日から施行し、同年２月１３日から適用す

る。 

 

 



  

       
別記様式７５ 

新型コロナウイルス感染症 発生届 

都道府県知事（保健所設置市長・特別区長） 殿 
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第１２条第１項（同条第８項において準用する場合を含む。）の

規定により、以下のとおり届け出る。                  報告年月日 令和  年  月  日 

医師の氏名                                

従事する病院・診療所の名称                        

上記病院・診療所の所在地(※)                       

電話番号(※)     （      ）      －           

（※病院・診療所に従事していない医師にあっては、その住所・電話番号を記載） 

１ 診断（検案）した者（死体）の類型 

・患者（確定例）  ・ 無症状病原体保有者    ・疑似症患者（＊）    ・感染症死亡者の死体    ・感染症死亡疑い者の死体 
（＊）疑似症患者について、当該者が入院を要しないと認められる場合は、本発生届の提出は不要。 

２ 当該者氏名（フリガナ） ３性別 ４ 生年月日 ５診断時の年齢(0歳は月齢) ６ 当該者職業 

 男・女     年  月  日     歳（   か月）  

７ 当該者住所                              電話（   ）    －  

８ 当該者所在地                             電話（   ）    －  

９ 保護者氏名 １０ 保護者住所   （９、１０は患者が未成年の場合のみ記入） 

 電話（   ）   －   
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症 
 

状 

・発熱  ・咳  ・咳以外の急性呼吸器症状 
・肺炎像 ・重篤な肺炎  ・急性呼吸窮迫症候群 
・多臓器不全 ・全身倦怠感  ・頭痛 ・嘔気／嘔吐 
・下痢  ・結膜炎 ・嗅覚・味覚障害 
・酸素飽和度（室内気）：      ％ 
・その他（               ）・症状なし 

18 感染原因・感染経路・感染地域 

①感染原因・感染経路（ 確定 ・ 推定 ） 

１ 飛沫核・飛沫感染（感染源の種類・状況：               

                                 ） 

２ 接触感染（接触した人・物の種類・状況： 

                                 ） 

３ その他（                             ） 

②感染地域（ 確定 ・ 推定 ） 

１ 日本国内（       都道府県      市区町村） 

２ 国外（国：          詳細地域：          ） 

※ 複数の国又は地域該当する場合は全て記入すること。 

渡航期間（出国日  年  月  日・入国日 年  月  日 

国外居住者については、入国日のみで可） 

③ 新型コロナウイルスワクチン接種歴 

１回目 有（   歳） ・ 無 ・ 不明 

ワクチンの種類／製造会社（     ／    ・ 不明  ） 

接種年月日（R  年  月  日  ・ 不明  ） 

２回目 有（   歳） ・ 無 ・ 不明 

ワクチンの種類／製造会社（     ／    ・ 不明  ） 

接種年月日（R  年  月  日  ・ 不明 ） 
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診

断

方

法 

・分離・同定による病原体の検出 
検体：喀痰、気道吸引液、肺胞洗浄液、咽頭拭い液、 
鼻腔吸引液、鼻腔拭い液、鼻咽頭拭い液、便、唾液、 
部検材料、その他（           ） 
 検体採取日（  月  日 ） 
 結果（ 陽性・陰性 ） 

 
・検体から核酸増幅法（ＰＣＲ法 ＬＡＭＰ法など）によ
る病原体遺伝子の検出 
検体：喀痰、気道吸引液、肺胞洗浄液、咽頭拭い液、 
鼻腔吸引液、鼻腔拭い液、鼻咽頭拭い液、便、唾液、 
剖検材料、その他（               ） 
検体採取日（   月  日 ） 
結果（ 陽性・陰性 ） 

 
・抗原定性検査による病原体の抗原の検出 
 検体：鼻腔拭い液、鼻咽頭拭い液 
  検体採取日（   月  日 ） 
  結果（ 陽性・陰性 ） 
 
・抗原定量検査による病原体の抗原の検出 
 検体：鼻腔拭い液、鼻咽頭拭い液、唾液 
  検体採取日（   月  日 ） 
  結果（ 陽性・陰性 ） 

19 その他感染症のまん延の防止及び当該者の医療のために 

医師が必要と認める事項 
・届出時点の入院の有無（ 有 ・ 無 ） 
入院例のみ（入院年月日  令和   年   月   日） 

・重症化のリスクとなる疾患等の有無（ 有 ・ 無 ） 
※有の場合は、以下から選択 
悪性腫瘍、慢性閉塞性肺疾患（COPD）、慢性腎臓病、 

高血圧、糖尿病、脂質異常症、肥満（BMI30以上）、 
喫煙歴、その他（                       ） 

・臓器の移植、免疫抑制剤、抗がん剤等の使用その他の事由により、免疫の

機能が低下しているおそれの有無（ 有 ・ 無 ） 
・妊娠の有無（ 有 ・ 無 ） 
・重症度（「新型コロナウイルス感染症（COVID-19）診療の手引き」による。）

（軽症・中等症Ⅰ、中等症Ⅱ・重症） 
・入院の必要性の有無（ 有 ・ 無 ） 
・新型コロナウイルス感染症の拡大に際しての時限的・特例的な取扱いによ

る電話や情報通信機器を用いた診療の有無（ 有 ・ 無 ） 

 
13 初診年月日         令和  年  月  日 
 
14 診断（検案(※)）年月日   令和  年  月  日 
 
15 感染したと推定される年月日 令和  年  月  日 
 
16 発病年月日（＊）      令和  年  月  日 
 
17 死亡年月日（※）      令和  年  月  日 

（1，3，11,12,18,19 欄は該当する番号等を○で囲み、4, 5, 13 から 17 欄は年齢、年月日を記入すること。 
 (※)欄は、死亡者を検案した場合のみ記入すること。(＊)欄は、患者（確定例）を診断した場合のみ記入すること。 
11, 12 欄は、該当するものすべてを記載すること。） 
 
 

こ
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以下は、感染症法第 15 条に基づく調査として情報提供を求めるものです。協力が得られた場合には御記入願います。 
１ 重症化ﾘｽｸのある同居者の有無（ 有 ・ 無 ）、高齢者・障害者に係る施設やｻｰﾋﾞｽ利用の有無（ 有 ・ 無 ）、 

集団感染事例との関連（ 有 ・ 無 ）※有る場合は集団の詳細（                   ） 
２ 日本国内での滞在期間：長期滞在、一時滞在（帰国予定   年   月   日） 

患
者
本
人
へ
の
検
査
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果
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（
済
・
未
） 
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